
［商品概要説明書］

令和 1年 10 月 1 日現在

１．商 品 名 ・住宅金融支援機構買取型住宅ローン【フラット５０】

２．ご利用いただける方

・お申込時の年齢が満 44歳未満の方

(親子リレー返済を利用される場合は、満 44 歳以上の方もお申込みいただけます) 
・日本国籍の方、永住許可を受けている方または特別永住者の方

・年収に占める全てのお借入れ(【フラット 50】を含みます)※の年間合計返済額の割

合(＝総返済負担率)が、次の基準を満たしている方(収入を合算することができる場

合もあります) 
年収 400 万円未満 400 万円以上

基準 30％以下 35％以下

※ 全てのお借入れとは、【フラット 50】のほか、【フラット 50】以外の住宅ロー

ン、自動車ローン、教育ローン、カードローン(クレジットカードによるキャ

ッシングや商品の分割払いによる購入を含みます)等のお借入れをいいます

(収入合算者の分を含みます) 
・お借入れの対象となる住宅及びその敷地を共有する場合は、お申込みご本人が共有

持分を持つこと等の要件があります

(注 1)年収については、原則として、お申込年度の前年の収入で審査します 

(注 2)お申込みされる方は、連帯債務者になる方を含めて 2 名までとする必要があり

ます

３．お借入期間

・36年以上で、かつ、次の 1または 2のいずれか短い年数(１年単位)が上限となりま

す

1．｢80 歳｣－｢お申込時の年齢(1 歳未満切上げ)※1,2｣

※1 年収の 50％を超えて合算した収入合算者がいる場合には、お申込みご本人と

収入合算者のうち、年齢の高い方の年齢を基準とします

※2 親子リレー返済をご利用される場合は、後継者の方が収入合算者となるかど

うかにかかわらず、後継者の方の年齢を基準とします

2．50 年

４．お借入金額

・100 万円以上 8,000 万円以下(1 万円単位)で、建設費または購入価額の 90％以内(非
住宅部分に係るものを除きます) 
※ 【フラット 35】と【フラット 50】を併せてご利用いただけます。その場合の

お借入額は 200 万円以上 16,000 万円以下で、建設費または購入価額以内(1 万
円単位)となります。ただし、この場合でも【フラット 50】のお借入額の上限

(8,000 万円)は変わりません。また、【フラット 35】と【フラット 50】のお借

入額の合計額が建設費または購入価額の 9割を超える場合は、ご返済の確実性

などをより慎重に審査させていただきます

５．お借入金利

・全期間固定金利※1

・お申込時ではなく、資金のお受取時の金利が適用されます

・融資率※2,3(9 割以下・9割超)に応じて、金庫所定の利率を適用させていただきます

※1 一定期間金利を引き下げる【フラット 35】Ｓがあります
※2 融資率とは建築費・購入価額に対して、【フラット 35】と【フラット 50】の

お借入額の合計が占める割合をいいます
※3 【フラット 35】と【フラット 50】のお借入額の合計が｢住宅の建設費または

住宅の購入価額｣の 9割を超える場合、【フラット 35】及び【フラット 50】の
それぞれの金利は｢融資率が 9割を超える場合の金利｣となります



６．資金使途

・お申込みご本人またはご親族がお住まいになるための住宅や、セカンドハウスとし

て利用する住宅の新築住宅の建設資金・購入資金または中古住宅の購入資金

(注)リフォーム資金や住宅ローンの借換えには利用できません

７．お借入の対象となる

住宅

・住宅金融支援機構が定めた技術基準に適合する住宅であること

・住宅の床面積※1が、以下の住宅であること

 一戸建て住宅、連続建て住宅※2、重ね建て住宅※3の場合：70 ㎡以上

 共同建ての住宅(マンション等)の場合：30 ㎡以上

※1 店舗付き住宅などの併用住宅の場合は、住宅部分の床面積が非住宅部分(店
舗、事務所等)の床面積以上であることが必要です

※2 連続建て住宅：共同建て(2 戸以上の住宅で廊下、階段、広間等を共有する建

て方のこと)以外の建て方で、2 戸以上の住宅を横に連結する

建て方をした住宅をいいます

※3 重ね建て住宅：共同建て以外の建て方で、2 戸以上の住宅を上に重ねる建て

方をした住宅をいいます

・長期優良住宅であること

(注)長期優良住宅認定通知書等の提出が必要となります

・敷地面積の要件はありません

８．ご返済方法
・元利均等毎月払いまたは元金均等毎月払い

 6 か月ごとのボーナス払い(お借入額の 40％以内(1 万円単位))も併用できます

９．担保

・お借入れの対象となる住宅及びその敷地に、住宅金融支援機構を抵当権者とする第

1順位の抵当権を設定していただきます

(注)抵当権の設定費用(登録免許税、司法書士報酬等)は、お客様のご負担となります

10．保証人 ・必要ありません

11．団体信用生命保険

・団体信用生命保険付きの住宅ローンです。万一の場合に備え、新機構団体信用生命

保険制度に是非ご加入ください

※ 新機構団信(夫婦連生団信)に加入する場合はお借入利率に 0.18％、新３大疾病

付機構団信に加入する場合は 0.24％が上乗せとなります

(注)健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険に加入しない場合も、【フラット

50】をご利用いただけます。その場合のお借入利率は、新機構団信付きの【フラ

ット 50】の借入利率－0.2％です

12．火災保険

・ご返済を終了するまでの間、お借入れの対象となる住宅については、火災保険(損
害保険会社の火災保険または法律の規定による火災共済をいいます)を付けていた

だきます

・保険金額は、お借入額以上※とし、建物の火災による損害を補償対象としていただ

きます

※ 保険会社の定める評価基準により算出した金額(評価額)がお借入額に満たな

い場合は、評価額とします

・保険期間は任意とします(ただし、借入期間内は火災保険の付保が必要です)また、

火災保険金請求権への質権の設定は不要です

(注)火災保険料は、お客様のご負担となります。また、住宅金融支援機構の特約火災

保険はご利用できません



13．融資手数料・物件

検査手数料

・融資手数料※1,2は、資金のお受取時に【定額型】の場合は、55,000 円(消費税込)、
【定率型】の場合は、融資金額×1.82％(消費税込)をお支払いただきます

 ただし、【定率型】の場合での、最低額は 55,000 円(消費税込)となります

・物件検査手数料※1は、検査機関または適合証明技術者によって異なります

※1 融資手数料・物件検査手数料は、お客様のご負担となります

※2 【フラット 35】と【フラット 50】を併せて申込む場合は、各々の手数料をお

支払いただきます

14．保証料・繰上返済

手数料

・必要ありません

※ 一部繰上返済の場合、繰上返済日は毎月のご返済日となります

また、ご返済できる金額は 100 万円以上となります。なお、｢住・Ｍｙ Ｎｏｔ

ｅ｣(ご返済中のお客様向けのインターネットサービス)で、一部繰上返済のお

申込みを行う場合、ご返済できる金額は 10万円以上となります

15．苦情処理措置・

紛争解決措置

・苦情処理措置 本商品の苦情は、当金庫営業日に、営業店またはリスク統括部お客

さまサービス課(0120-252-248 9：00～17：00)にお申し出くださ

い

・紛争解決措置 以下の東京の弁護士会(東京三弁護士会)の仲裁センターで紛争の解

決を図ることも可能です

        東京弁護士会 紛争解決センター

(電話：03-3581-0031 9：30～12：00／13：00～15：00) 
        第一東京弁護士会 仲裁センター

(電話：03-3595-8588 10：00～12：00／13：00～16：00) 
        第二東京弁護士会 仲裁センター

(電話：03-3581-2249 9：30～12：00／13：00～17：00) 
利用を希望されるお客様は、当金庫営業日に、上記リスク統括部お

客さまサービス課または全国しんきん相談所(03-3517-5825 9：00

～17：00)にお申し出ください。また、お客様から、上記東京の弁

護士会(東京三弁護士会)に直接お申出いただくことも可能です

なお、東京三弁護士会は、東京都以外の各地のお客様にもご利用い

ただけます。その際には、①お客様のアクセスに便利な地域の弁護

士会において、東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いて共

同で紛争の解決を図る方法(現地調停)、②当該地域の弁護士会に紛

争を移管し、解決する方法(移管調停)－もあります。詳しくは、東

京三弁護士会、当金庫リスク統括部お客さまサービス課または全国

しんきん相談所にお問合せください

16．その他

・ご不明な箇所につきましては、当金庫の本支店またはフリーダイヤル

(0120-330-111)までにご照会ください

・審査の結果、ご希望にお応えできない場合もありますので、あらかじめご了承くだ

さい


